
決算　平成 25 年度　町の財政状況について

平
成
25
年
度

町
の
財
政
状
況
に
つ
い
て

歳
入 

普
通
会
計

歳
入
合
計
　
１
０
９
億
７
３
３
７
万
円

歳
出

 

普
通
会
計

歳
出
合
計
　
１
０
２
億
８
３
９
２
万
円

　

普
通
会
計
の
実
質
収
支
は
約
５
億
５
６
２
８
万
円
の
黒
字
と
な

り
、
企
業
会
計
を
含
め
た
す
べ
て
の
会
計
で
も
収
支
が
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率
に
お
い

て
も
財
政
状
況
は
健
全
性
を
示
す
結
果
と
な
り
、
昨
年
度
に
引
き

続
き
良
好
な
財
政
状
況
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
に
大
き
く
依
存
し
町
税
等

の
自
主
財
源
が
伸
び
悩
ん
で
い
る
の
が
現
状
で
あ
り
、
歳
出
で
は
、

急
速
に
進
む
高
齢
化
に
よ
っ
て
医
療
・
介
護
給
付
費
な
ど
の
社
会

保
障
に
係
る
経
費
が
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
今
後
は
、

町
民
の
み
な
さ
ん
の
生
活
の
基
盤
と
な
る
道
路
や
上
下
水
道
な
ど

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
や
福
祉
、
教
育
、
防
災
関
連
の
経
費
が
さ
ら
に

増
加
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
、
そ
の
中
で
、
そ
れ
に
見
合
う
歳
入

の
確
保
は
一
段
と
厳
し
い
状
況
に
な
っ
て
く
る
も
の
と
思
わ
れ
ま

す
。

　

町
で
は
、
質
の
高
い
町
民
サ
ー
ビ
ス
を
今
後
も
維
持
で
き
る
よ

う
行
財
政
改
革
を
一
層
進
め
、
経
費
の
節
減
や
事
業
の
効
率
化
、

見
直
し
を
徹
底
し
て
実
行
し
、
限
ら
れ
た
財
源
で
最
大
の
効
果
が

得
ら
れ
る
、
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
財
政
運
営
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
25
年
度
の
各
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り
、
9
月
の
定
例
議
会
に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

決
算

歳
入
合
計

１
０
９
億

７
３
３
７
万
円

町税（8.1%）
8億9,179万円

地方譲与税ほか（1.9%）
2億1,235万円

県支出金（6.6%）
7億2,766万円

国庫支出金（8.5%）
9億3,609万円

町債（11.1%）
12億1,310万円

繰越金（3.3%）
3億6,015万円

その他（5.6%）
6億 991万円

地方交付税（54.9%）
60億2,232万円

自主財源
17.0%

依存財源 
83.0%

歳
出
合
計

１
０
２
億

８
３
９
２
万
円

その他
経費
(40.6%) 義務的

経費
(38.9%)

投資的経費
(20.5%)

人件費(20.4%)
20億9,499万円

扶助費(5.6%)
5億7,413万円

公債費(12.9%)
13億2,796万円

普通建設事業費など
(20.5%)
21億 864万円

繰出金(14.0%)
14億4,007万円

投資/出資/貸付金(0.7%)
7,029万円

積立金(6.4%)
6億5,663万円

補助費等(7.4%)
7億6,712万円

維持補修費(0.9%)
8,980万円

物件費(11.2%)
11億5,429万円

　

平
成
25
年
度
の
普
通
会
計
の
歳
入
総
額

は
、
前
年
度
よ
り
も
９
億
２
７
８
９
万
円
、

９
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

道
の
駅
や
消
防
デ
ジ
タ
ル
無
線
設
備
の
整

備
に
よ
る
国
庫
支
出
金
や
町
債
、
国
の
経

済
対
策
に
よ
る
臨
時
交
付
金
な
ど
が
増
加

し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
一
方
、
地

方
交
付
税
は
前
年
度
よ
り
４
３
０
９
万
円

減
少
し
て
い
ま
す
。
地
方
交
付
税
は
、
町

村
合
併
に
よ
る
優
遇
措
置
が
平
成
26
年
度

ま
で
は
約
束
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
後

は
本
来
の
算
定
額
に
向

け
て
段
階
的
に
削
減
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

町
の
歳
入
は
、
国
や

県
か
ら
交
付
さ
れ
た

依
存
財
源
が
全
体
の

８
３
・
０
％
を
占
め
て

い
ま
す
。
こ
の
割
合
が

高
ま
る
に
つ
れ
て
財
務

体
質
の
硬
直
化
が
進
み
、

弾
力
性
の
あ
る
財
政
運

営
が
困
難
に
な
っ
て
い
き
ま
す
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
度
比

８
億
６
８
５
９
万
円
、
９
・
２
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
も
歳
入
と
同

様
に
、
道
の
駅
や
消
防
デ
ジ
タ
ル
無

線
設
備
の
整
備
、
国
の
経
済
対
策
に

よ
る
臨
時
交
付
金
事
業
な
ど
、
投
資

的
経
費
の
増
加
が
主
な
要
因
と
な
っ

て
い
ま
す
。
投
資
的
経
費
の
増
加
に

対
し
、
義
務
的
経
費
は
前
年
度
よ
り

１
億
２
５
９
３
万
円
減
少
し
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
は
、
公
債
費
の
減
少
（
前
年

度
よ
り
１
億
３
３
３
５
万
円
の
減
少
）

が
影
響
し
て
い
ま
す
。

　

人
件
費
・
扶
助
費
・
公
債
費
の
義
務

的
経
費
が
全
体
の
３
８
・
９
％
を
占
め

て
い
ま
す
が
、
公
債
費
を
中
心
に
減
少

傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

基
金
の
積
み
立
て
や
公
債
費
の
削
減

（
借
金
の
返
済
）
を
計
画
的
に
進
め
る

こ
と
で
、
将
来
世
代
へ
の
負
担
を
最
小

限
に
抑
え
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
財
政

基
盤
の
構
築
に
努
め
て
い
ま
す
。

歳入決算の推移 
109億5,199万円109億5,199万円

105億7,293万円105億7,293万円

109億7,337万円109億7,337万円

99億8,461万円99億8,461万円

100億4,548万円100億4,548万円

H21 H22 H23 H24 H25

40
80
120
160

将来負担比率の推移 

104.9104.9

140.1140.1

92.792.7
61.161.1 45.345.3

H21 H22 H23 H24 H25

25年度の大きな支出 支出額
道の駅整備事業 5億 4,842万円
消防救急デジタル無線整備事業 4億				252 万円
仕七川小学校校舎改築工事 7,815万円
林業土木国庫補助事業 1億 9,611万円
美しい森林づくり基盤整備交付金事業 1億 1,393万円
財政調整基金積立金 3億 3,589万円
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決算　平成 25 年度　町の財政状況について

特
別
会
計
と
企
業
会
計

安
定
し
た
経
営
基
盤
の
確
立
を
目
指
す

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

各
比
率
と
も
基
準
を

大
き
く
ク
リ
ア
し
健
全
性
を
維
持

特
別
会
計

○
実
質
収
支
１
億
９
４
０
１
万
円
の
黒
字

　

特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
て
設
置

し
て
い
る
特
別
会
計
は
、
全
10
会
計
と
も
黒
字
決
算
と
な
り

ま
し
た
。
た
だ
し
、
こ
れ
は
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
（
全

特
別
会
計
で
総
額
１
４
億
４
０
０
７
万
円
）
に
よ
っ
て
収
支

の
均
衡
が
保
た
れ
て
い
ま
す
。

　

繰
入
金
は
、
一
般
会
計
歳
出
の
１
４
・
０
%
（
企
業
会
計

を
含
む
）
を
占
め
て
お
り
、
他
の
類
似
団
体
と
比
べ
て
も
高

い
割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
の

繰
出
金
削
減
を
目
的
に
、
民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
か
し
た
運

営
手
法
の
導
入
に
よ
る
経
営
の
合
理
化
も
必
要
と
な
っ
て
き

て
い
ま
す
。
な
お
、
観
光
事
業
（
ふ
る
さ
と
旅
行
村
）
は
、

指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
た
た
め
、
平
成
24
年
度
末
で
会

計
を
廃
止
し
て
い
ま
す
。

企
業
会
計

○
両
会
計
と
も
に
経
営
状
況
は
上
向
き
に

　

病
院
事
業
は
、
医
業
収
益
が
△
６
７
９
６
万
円
の
赤
字
と

な
り
ま
し
た
が
、
経
常
収
支
で
は
６
５
５
万
円
の
黒
字
決
算

に
転
換
し
ま
し
た
。
医
師
不
足
が
深
刻
さ
を
増
す
中
で
の
厳

し
い
経
営
環
境
で
す
が
、
企
業
会
計
の
特
性
を
活
か
し
た
弾

力
性
の
あ
る
経
営
改
善
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

老
人
保
健
施
設
事
業
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
収
支
が
△

６
３
２
万
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
経
常
収
支
で
は

１
９
４
９
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
一
般
会
計
か
ら
の
出
資
及
び
負
担
金
等
は
、
病

院
事
業
で
１
億
２
２
６
８
万
円
、
老
人
保
健
施
設
事
業
で

４
６
８
６
万
円
と
な
っ
て
お
り
、
一
般
会
計
か
ら
の
支
援
に

依
存
し
た
経
営
体
質
で
も
あ
る
こ
と
が
今
後
の
改
善
課
題
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

自
治
体
の
経
営
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぎ
、
悪
化
し
た
団
体

に
は
早
期
に
健
全
化
を
促
す
こ
と
を
目
的
と
し
た
財
政
健
全

化
法
に
よ
り
、
各
比
率
を
算
定
し
、
議
会
へ
の
報
告
・
公
表

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、
い
ず
れ
か
一
つ
で
も
早
期
健

全
化
基
準
以
上
と
な
る
と
早
期
健
全
化
団
体
と
な
り
、
財
政

健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
が
求
め
ら
れ

る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

同
様
に
財
政
再
生
基
準
以
上
と
な
る
と
財
政
再
生
団
体
と

な
り
、
財
政
再
生
計
画
を
策
定
し
た
う
え
で
国
・
県
の
強
力

な
関
与
の
下
で
確
実
な
財
政
再
建
を
実
行
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
く
な
り
ま
す
。

会計名 歳入 歳出 実質収支

国民健康保険
事業 16 億 6,979 万円 15 億 1,560 万円 1 億 5,419 万円

国民健康保険
診療所事業 1 億 1,110 万円 1 億 519 万円 591 万円

後期高齢者
医療保険事業 1 億 4,487 万円 1 億 4,316 万円 171 万円

介護保険事業 17 億  204 万円 16 億 8,655 万円 1,549 万円
訪問看護事業 2,825 万円 2,259 万円 566 万円
簡易水道事業 5 億 6,849 万円 5 億 5,724 万円 255 万円

農業集落
排水事業 1 億 8,398 万円 1 億 8,118 万円 280 万円

公共下水道
事業 2 億 2,468 万円 2 億 2,040 万円 428 万円

浄化槽事業 3,996 万円 3,854 万円 142 万円
分譲宅地造成

事業 528 万円 528 万円 0 万円

病院事業

区分 収入 支出 純利益

収益的収支 8 億 7,021 万円 8 億 6,366 万円 655 万円

うち医業収支 7 億 8,125 万円 8 億 4,921 万円 △ 6,796 万円

資本的収支 1,745 万円 4,360 万円 △ 2,615 万円

老人保健施設事業

区分 収入 支出 純利益

収益的収支 2 億 8,935 万円 2 億 6,986 万円 1,949 万円

うち介護サー
ビス収支 2 億 5,386 万円 2 億 6,018 万円 △ 632 万円

資本的収支 1,695 万円 2,849 万円 △ 1,154 万円

健全化判断
比率 H25 比率 H24 比率 早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字
比率

―
( △ 7.98％ )

―
( △ 7.54％ ) 14.06 20.0

連結実質赤字
比率

―
( △ 27.83％ )

―
( △ 27.09％ ) 19.06 30.0

実質公債費
比率 14.0 15.3 25.0 35.0

将来負担
比率 45.3 61.1 350.0 ―

資金不足比率
H25 比率 H24 比率 経営健全化

基準 備考

―
( △ 95.1％ )

―
( △ 89.6％ ) 20.0%

※赤字が生じない場合は「─」で表示、参考値
の黒字比率を（△）内に掲載。
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決算　平成 25 年度　町の財政状況について

地
方
債（
全
会
計
）

計
画
的
に

借
り
入
れ
を
圧
縮

財
政
力
指
数

自
主
財
源
の
割
合
が

依
然
低
い

基
金（
普
通
会
計
）

次
世
代
に
負
担
を

残
さ
な
い
た
め
に

経
常
収
支
比
率

弾
力
性
の
あ
る

財
政
運
営
を
目
指
す

対
前
年
度
比
３
・
０
％
の
減

　

町
が
あ
る
目
的
の
た
め
に
行
う
借
金
を
「
地
方
債
」

と
い
い
ま
す
。
主
に
長
期
に
わ
た
っ
て
使
用
さ
れ
る
公
共
施
設
を
整
備
す
る
た
め
に
借
り
入

れ
て
お
り
、
こ
の
借
り
入
れ
に
よ
っ
て
世
代
間
の
負
担
を
公
平
に
し
て
い
ま
す
。

　

25
年
度
は
全
会
計
で
１
２
億
５
４
０
０
万
円
の
借
金
を
新
た
に
行
い
ま
し
た
。
こ
こ
か
ら

25
年
度
に
返
済
し
た
金
額
を
差
し
引
い
て
、
借
金
残
高
は
前
年
度
比
で
５
億
６
１
５
７
万
円

減
の
１
８
２
億
９
８
９
４
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
民
１
人
あ
た
り
の
借
金　

１
９
３
万
８
千
円　

25
年
度
の
指
数
は
０
・
１
８

　

財
政
力
指
数
と
は
、
収
入
額
と
支
出
額
を
国
の
基
準
に
も
と
づ
い
て
計
算
し
た
指
標
で
、

過
去
３
年
間
の
平
均
値
で
示
さ
れ
ま
す
。
指
標
が
高
い
ほ
ど
財
政
に
余
裕
が
あ
り
、
指
数
が

低
い
ほ
ど
国
へ
の
依
存
度
が
強
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

町
の
財
政
力
指
数
は
前
年
度
と
同
じ
数
値
を
維
持
し
て
い
ま
す
が
、
24
年
度
の
類
似
団
体

と
の
比
較
で
は
、
平
均
値
と
で
は
０
・
０
６
ポ
イ
ン
ト
低
く
、
最
小
値
と
で
は
０
・
０
７
ポ
イ

ン
ト
高
い
だ
け
で
、
全
国
と
比
較
し
て
も
決
し
て
高
い
水
準
に
あ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
後
も
景
気
の
低
迷
に
よ
り
税
収
の
落
ち
込
み
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
歳
出
の
徹
底
し

た
見
直
し
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
税
収
納
率
の
向
上
対
策
や
地
場
産
業
の
活
性
化
、
雇
用

の
確
保
、
移
住
定
住
対
策
の
強
化
な
ど
、
自
主
財
源
の
確
保
に
つ
な
が
る
施
策
に
力
を
入
れ

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

対
前
年
度
比
１
８
・
４
％
の
増

　

町
の
貯
金
で
あ
る
基
金
は
、
法
例
な
ど
に
基
づ
き
特

定
の
目
的
に
使
う
た
め
に
設
置
さ
れ
て
お
り
、
将
来
の
投
資
へ
の
備
え
と
し
て
積
み
立
て
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

25
年
度
普
通
会
計
の
基
金
の
状
況
は
、
積
み
立
て
を
６
億
５
６
６
４
万
円
、
取
り
崩

し
を
５
７
６
３
万
円
行
い
、
さ
ら
に
普
通
会
計
決
算
の
剰
余
金
か
ら
２
億
７
０
０
０
万

円
を
財
政
調
整
基
金
に
積
み
立
て
た
こ
と
で
、
対
前
年
度
比
８
億
６
９
０
１
万
円
増
の

５
５
億
９
６
０
６
万
円
の
残
高
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
民
１
人
あ
た
り
の
貯
金　

５
９
万
３
千
円　

25
年
度
の
比
率
は
８
３
・
４
％

　

毎
年
入
っ
て
く
る
町
税
や
普
通
交
付
税
な
ど
を
中
心
と
す
る
収
入
に
対
し
て
、
毎
年
必
ず

必
要
な
人
件
費
や
施
設
の
維
持
管
理
費
、
借
金
返
済
な
ど
の
経
費
が
占
め
る
割
合
の
こ
と
を

経
常
収
支
比
率
と
い
い
ま
す
。

　

こ
の
数
値
が
高
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
財
政
的
な
余
裕
が
な
い
こ
と
を
示
し
て
お
り
、
24
年

度
の
類
似
団
体
と
の
比
較
で
は
、
平
均
値
よ
り
も
わ
ず
か
に
２
・
５
％
高
く
市
町
村
の
中
で

も
平
均
的
な
水
準
に
位
置
し
て
い
ま
す
。

　

対
前
年
度
比
で
は
１
・
３
％
上
昇
し
ま
し
た
が
、
本
町
の
経
常
収
支
比
率
は
ほ
と
ん
ど
の

影
響
が
地
方
交
付
税
の
増
減
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

今
後
は
自
主
財
源
の
増
加
が
見
込
め
ず
、
地
方
交
付
税
の
減
額
が
歳
入
確
保
に
大
き
く
影

響
し
て
い
く
こ
と
か
ら
、
な
お
一
層
の
経
費
節
減
や
効
率
化
を
進
め
、
こ
れ
ま
で
の
水
準
を

で
き
る
か
ぎ
り
維
持
し
て
い
く
財
政
運
営
が
必
要
と
な
り
ま
す
。 全国類似団体との比較

H24最小値（62.2）

H24最大値（96.4）

H24平均値（80.9）

H25久万高原町
（83.4）

H24最小値（0.11）

H24最大値（1.27）

H24平均値（0.24）

H25久万高原町
（0.18）

全国類似団体との比較 
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